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第１回 アフィリエイト広告等に関する検討会 

 

令和３年６月１０日 

午前９時５８分～午前１１時５３分 

 

○事務局 それでは、定刻になりましたので、第１回「アフィリエイト広告等に関する検

討会」を開催いたします。 

 本日は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、委員、オブザーバーの皆様

をオンラインでおつなぎしております。 

 開会に先立ちまして、傍聴者の皆様におわびを申し上げます。昨日６月９日、オンライ

ンで傍聴される予定の方々に対しまして、検討会の開催案内を送信する際に、オンライン

で傍聴される方々全員のメールアドレスが表示される形で招待メールを一斉送信しており

ました。関係者の皆様に多大な御迷惑をおかけしたことを改めて深くおわび申し上げます。

今後このような事態がないよう、職員に対して個人情報保護法の重要性などについての教

育を徹底するとともに、会合の開催案内に当たりましては、担当者による複層的なチェッ

クを行うなど実効的な措置を講じ、個人情報の管理についてさらに強化するなど再発防止

に努めてまいります。 

 それでは、皆様の接続状況を確認させていただきます。委員の皆様の名前を順番にお呼

びいたします。画面中央にあるマイクのアイコンをオフからオンにしてお返事をいただき、

その後、再度マイクをオフにしていただければと思います。 

 それでは、池本委員。 

○池本委員 池本でございます。よろしくお願いします。 

○事務局 岩本委員。 

○岩本委員 岩本でございます。よろしくお願いいたします。 

○事務局 笠井委員。 

○笠井委員 笠井と申します。よろしくお願いいたします。 

○事務局 河端委員。 

○河端委員 河端でございます。よろしくお願いいたします。 

○事務局 佐藤委員。 

○佐藤委員 佐藤でございます。よろしくお願いします。 

○事務局 白石委員。 

○白石委員 白石です。よろしくお願いします。 

○事務局 万場委員。 

○万場委員 万場です。よろしくお願いいたします。 

○事務局 増田委員。 
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○増田委員 増田です。お願いいたします。 

○事務局 森田委員。 

○森田委員 森田です。よろしくお願いいたします。 

○事務局 柳田委員。 

○柳田委員 柳田です。よろしくお願いいたします。 

○事務局 確認が取れましたので、ありがとうございます。 

 次にウェブ会議の操作説明をいたします。ハウリング防止のため、皆様におかれまして

は、御発言時以外は常にマイクをオフにしていただきますようお願いいたします。御発言

される際には挙手の部分をクリックしてお知らせください。御発言が終わられましたら「手

を下げる」のほうをクリックください。 

 また、オブザーバー及び傍聴の皆様ですが、マイクだけでなく、カメラについても常時

オフに設定をお願いいたします。 

 それでは、本検討会の座長でございますけれども、今般消費者庁長官の指名によって、

神戸大学大学院法学研究科教授、中川丈久先生にお願いをしております。 

 それでは、中川座長、この後の議事進行をよろしくお願いいたします。 

○中川座長 座長に指名をいただきました中川丈久と申します。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 本日は、御多忙のところ、各委員におかれましては御参集いただきましてありがとうご

ざいました。この後、積極的な議論をお願いしたいと思います。 

 まず、冒頭、井上内閣府特命担当大臣から御挨拶をいただきたいと思います。どうぞよ

ろしくお願い申し上げます。 

○井上大臣 消費者及び食品安全担当大臣の井上信治です。 

 まず、冒頭御説明のあった件につきましては、消費者庁としてもしっかり反省をして、

個人情報保護、さらなる徹底を図ってまいりたいと思います。 

 さて、中川座長をはじめとして、本検討会の委員の皆様、御参加、大変ありがとうござ

います。国民生活におけるデジタル化は急速に拡大・進化しており、デジタル化への対応

は、消費者行政においても取り組まなければならない最優先課題です。今国会においても

デジタル化の中でしっかりと消費者行政を進めていくための２法案を国会に提出し、成立

をさせていただきました。そうした中で、インターネット上の広告手法の多様化・高度化

等に伴って、アフィリエイト広告は年々増大し、今や市場規模が3000億円超に達する大き

な市場となり、今後もさらなる増大が見込まれます。アフィリエイトとは、日本語で「提

携する」という意味のようですが、広告主がアフィリエイターと提携して行うアフィリエ

イト広告は、アフィリエイターによって広告主が思いつかないような新しいアイデアでの

広告が行われ、効率的な広告配信や需要喚起への効果も期待されます。 

 他方で、アフィリエイト広告は、消費者から見て広告であることが外見上認識しがたく、

不当表示につながりやすい特性も内包しております。このため、消費者庁としては、本年
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３月に景品表示法に基づく措置命令を行うなど、重大な関心を持って取り組んでまいりま

した。担当大臣として、アフィリエイト広告の発展のためにも、消費者にとって分かりや

すく、かつ適正な広告を実現し、消費者被害を防止することが非常に重要であると考えて

います。また、悪質なアフィリエイト広告の排除に向けては、消費者庁における景品表示

法等関係法令の一層厳正かつ迅速な執行に加え、不当表示の防止に向けて前向きに取り組

んでいる事業者、事業者団体の皆様による取組の一層の進化・拡大も大いに期待しており

ます。 

 これらの点につき、それぞれの専門的な御知見をお持ちの皆様方におかれましては、活

発な議論を集中的に行い、年内に一定の結論を出していただきますようお願いをし、私か

らの挨拶とさせていただきます。 

 よろしくお願いいたします。 

○中川座長 井上大臣、どうもありがとうございました。 

 大臣は公務の都合により、これにて御退席されます。どうもありがとうございました。 

（井上大臣退室） 

○中川座長 では、ここでカメラ撮影は終了とさせていただきます。カメラの方の御退室

をお願いいたします。 

（カメラ退室） 

○中川座長 では、次に資料の確認に移りたいと思います。事務局からお願いいたします。 

○事務局 本日の資料について確認をさせていただきます。まず、議事次第がございまし

て、続きまして資料１、本検討会の開催要領でございます。資料２が本検討会の委員等名

簿。資料３が本検討会の運営要領（案）でございます。この運営要領の内容といたしまし

て、１ポツは座長の任務でございます。２ポツですが、座長は座長代理を指名することが

できるものとしております。３ポツですが、この会議は原則公開ということにしますけれ

ども、特段の理由があると座長が認めた場合には、全部又は一部を非公開にすることがで

きるとしております。４ポツは、議事録、配付資料は、原則として、検討会終了後に速や

かに公表するとしておりますが、特段の理由があると座長が認めた場合には、これらの全

部又は一部を非公表にすることができるものとしております。５ポツですが、座長は、必

要に応じ、本検討会に参考人を招致することができるとしております。６ポツは、このほ

か、検討会に関し必要な事項は、座長が検討会に諮って決定するとしております。それが

資料３でございます。 

 資料４と資料６は、事務局からの説明資料でございます。資料４、この後、説明をする

予定ですが、アフィリエイト広告をめぐる現状と論点についてでございます。資料６が景

品表示法の概要等になります。資料５は、池本委員から事前に頂いております提出資料で

ございます。 

 そのほか参考資料でございますが、今般アフィリエイト広告に関する注意喚起の資料を

作成しました。現在消費者庁のホームページなどで公表しているものでございます。 
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○中川座長 ありがとうございました。 

 皆様、資料はよろしゅうございますか。 

 それでは、次に本委員会の委員を紹介いたします。事務局から委員の紹介をお願いいた

します。 

○事務局 本委員会の委員については資料２に掲載されている皆様でございます。時間の

都合上、恐縮でございますが、委員皆様の個々の御紹介は割愛させていただければと思い

ます。 

 また、本検討会のオブザーバーとして、警察庁、独立行政法人国民生活センター、東京

都からも御出席いただいております。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 それでは、まず資料３の運営要領（案）についてお諮りをいたします。先ほど事務局か

ら内容の説明がありましたが、この運営要領を検討会として決定することについて御異議

ございましたら、よろしくお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 では、御異議がないと認めましたので、運営要領につきましては、この案のとおり決定

をしたいと思います。 

 それでは、具体的な議論を進めていきたいと思います。 

 事務局から説明をお願いいたします。 

○事務局 事務局でございます。 

 それでは、資料４「アフィリエイト広告をめぐる現状と論点」の説明をいたします。最

初に資料４の３ページを御覧ください。本検討会でアフィリエイト広告に関する検討を行

う趣旨、背景についてでございます。現在インターネット広告の広告費は、テレビを超え

て媒体として最大のものとなったと言われております。インターネットの広告手法の一つ

であるアフィリエイト広告もその市場規模が拡大中でございます。先ほど大臣の御挨拶の

中にもありましたが、下のグラフにありますとおり、現在、既に3000億円以上あると言わ

れておりまして、それが今後さらに増えていくものと予想されております。 

 アフィリエイト広告が具体的にどういうものなのかということについては、後で再度申

し上げますが、アフィリエイト広告は、３ページの上から３つ目のポツに書かれておりま

すとおり、アフィリエイターが自分のセンスを生かして商品の魅力を新しいアイデアで訴

求するということができますし、４つ目のポツにありますとおり、成果報酬型でございま

して、広告主側からすれば初期費用が少なくて済むことがありますので、中小企業とかス

タートアップ、あるいはベンチャー企業といった方々も利用のハードルが低いということ

でございます。したがいまして、こういった事業者の多種多様な商品がアフィリエイト広

告を通じて消費者に普及する、選択肢も増えるという効果も期待できるところでございま

して、アフィリエイト広告も、それが正しい形で利用されるのであれば、消費者利益にも

つながり得るものと考えられます。 

 ４ページを御覧ください。本検討会で検討の対象とするアフィリエイト広告とは何なの
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かということでございます。実は「アフィリエイト広告」と先ほどから申しておりますが、

それが具体的に指すものは、人によって微妙に異なる場合もあるということでございまし

て、今後の議論の混乱を避けるためにもここで言及をさせていただきました。４ページの

絵の真ん中のところにピンクで囲まれている部分がございます。これも後で御説明します

けれども、アフィリエイターという個人あるいは法人が、ある商品やサービスについてレ

ビューの記事などを書いてブログに載せる、あるいはランキングサイトとか比較サイトと

か、いろんな形がありますが、掲載するということがございます。 

 これらのブログやサイトは、右側のほうに「媒体社」とありますが、媒体社のページか

らハイパーリンクで誘導されている場合もありますし、されていない場合もあるのですが、

いずれの場合についても、真ん中のピンクのところに「BLOG」とか「人気ランキング」と

いう部分がありますが、青い点線で囲まれている部分があります。青い点線で囲まれてい

る部分は、左側の広告主の商品販売ページへのリンクでございます。アフィリエイターが

書いたブログやサイトの記事と青い点線で囲まれた広告主の商品販売ページへのリンクを

合わせた、アフィリエイターが作成しているアフィリエイトサイト全体をここでは「アフ

ィリエイト広告」と呼んでおります。 

 今「広告主」と申し上げましたが、ここではアフィリエイト広告をするということを決

定した商品の販売者を指しているわけですが、広告主のページへのリンクは、ただのリン

クではございません。ASP（アフィリエイトサービスプロバイダー）のシステムを経由する

リンク、「アフィリエイトリンク」と呼ばれるものでございます。ですので、４ページの

左下の※印に記載しておりますとおり、例えばアフィリエイターでない一般の消費者が自

分のブログなどにその方が気に入った商品の感想を書いて、さらにその商品の販売者のペ

ージに普通のリンクを貼ることがあったとしても、その消費者の方が書いたブログなどは

いわゆる「勝手に応援サイト」のようなものでございまして、ここで言うアフィリエイト

広告ではないということでございます。 

 ５ページは、アフィリエイト広告の問題点についてでございます。初めにアフィリエイ

ト広告も正しい形で利用されるのであれば、消費者利益にもつながり得ると申し上げたの

ですけれども、他方、アフィリエイト広告にはその仕組みに不当表示につながりやすい特

性があると言わざるを得ない部分がございます。つまり、①、アフィリエイト広告は、広

告主でないアフィリエイターが表示物を作成・掲載しているということがありますので、

広告主による表示物の内容の管理が、普通の広告よりも行き届きにくいという特性がある。

②、アフィリエイト広告は成果報酬型ですので、商品がもし売れなければ、アフィリエイ

ターは報酬を得ることができないということになりますので、広告の内容を多少虚偽・誇

大にしてでも商品を売りたいというインセンティブが働きやすいという特性があるわけで

ございます。 

 そのため、今申した①の特性と特に関連するかと思いますが、アフィリエイト広告を利

用する広告主の側にも、アフィリエイト広告の内容管理についての意識が希薄になりがち



6 

 

であるという面が見られます。下の黄色く囲ったところに新聞記事を抜粋しておりますが、

アフィリエイト広告であれば、景品表示法上の責任を免れる、いわゆる「聖域」であると

いった認識もあったのではないかという指摘もあるわけでございます。 

 さらに、５ページの一番下に「また」と書いてあるポツがございますが、アフィリエイ

ト広告においては、アフィリエイターがそれを広告として書いているということが消費者

から見て分かりにくい場合が多いわけでございまして、このことが消費者の誤認をさらに

招きやすくなっているという問題もあろうかと思います。 

 ６ページは、アフィリエイト広告が問題となった事例でございます。ただいま申し上げ

たように、アフィリエイト広告は、不当表示につながりやすい特性があることもあります

ので、消費者庁は、アフィリエイト広告についてはこれまでも重大な関心を持って取り組

んでまいったところです。今年の３月、アフィリエイト広告の内容を広告主の不当表示で

あると認定して、景品表示法の措置命令を行った事案ですとか、あるいは消費者安全法に

基づいて消費者への注意喚起を行った事案が出てきているところです。 

 ８ページはアフィリエイト広告の仕組み、全体像ということですが、アフィリエイト広

告が作成・掲載されて、最終的に報酬が支払われるまでの一連のプロセスでは、複数の事

業者が関係するということもございますので、その関係図をモデル的に示させていただき

ました。 

 まず左に「広告主」という方がおられますが、この広告主がある商品をアフィリエイト

広告を使って販売しようとする場合、その上のほうに「ASP」という方がおられますが、ア

フィリエイトサービス契約を締結したASPに対して、その商品の広告案件を提示するわけで

ございます。そうすると、ASPはその商品の広告案件が来ているということを、あらかじめ

自分とパートナー契約をしている、下の「アフィリエイター」という方に連絡します。ア

フィリエイターがその案件に対して興味を持って参加したいと思った場合には、ASPを経由

して提携を申請するということになります。その提携申請が広告主によって承認されたら、

アフィリエイターはアフィリエイト広告を作成し、それを自分のウェブサイトやブログに

掲載したり、あるいは右上のほうに「媒体社」という方が出てきますが、この媒体社の媒

体に自分のアフィリエイト広告に誘導するための広告、アフィリエイト広告の広告のよう

なものですが、そういうものを媒体社に出稿するわけです。 

 この場合の媒体は、ニュースサイトやポータルサイトの広告枠ですとか、あるいは検索

エンジンの検索結果画面の上のほうに出てくる広告のように、出稿するために費用がかか

るものもございますし、また、SNSや掲示板のコメント欄に書き込むなど、無料でできるも

のもあります。 

 右側に「消費者」という方がおりますけれども、この消費者が、作成・掲載されたアフ

ィリエイト広告を閲覧して、その中のアフィリエイトリンクを踏んで、広告主の販売サイ

トに行くわけです。広告主の販売サイトに行って商品を購入するなどしますと、アフィリ

エイトリンクの機能によって、その商品の購入がどのアフィリエイトサイト経由で行われ
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たかということがASPによって測定されます。その測定結果に基づいてアフィリエイターの

報酬が計算されて、ASPは途中で一定の手数料を得た上で、アフィリエイターに支払う。こ

ういう一連の流れがあるわけでございます。 

 この広告主、ASP、アフィリエイターが中心となる一連の流れを「アフィリエイトプログ

ラム」と呼んだりするわけでございます。８ページの下の※印のところに少し書きました

が、例えば広告主がASPとしての機能を自分で備えてアフィリエイターと契約し、あるいは

ASPとアフィリエイターが事実上一体化しているとか、１つの事業者がここに出てくる２つ

以上の立場を兼ねている場合や、あるいは上の図の左上のほうに「広告代理店」とありま

すけれども、広告主とASPとの間に広告代理店が入る場合とか、実際の運用のされ方は案件

によっていろいろ違いがあるということです。 

 ９ページ、10ページは、８ページで登場した各関係者の方々についての説明でございま

す。ちなみにASPの数は、参入・退出のハードルが非常に低い業界のようで、正確な数は必

ずしも分からないのですけれども、現在の時点で国内で70社ぐらいが活動していると言わ

れているところです。 

 11ページは、アフィリエイト広告が作成・掲載される過程における各関係者の関与の状

況をまとめたものでございます。11ページの図の左下、赤く点線で囲まれている部分に御

注目をいただければ。これはアフィリエイト広告の個別の内容について、広告主はアフィ

リエイターがアフィリエイト広告を作成するに当たり、⑦に書いてありますとおり、その

アフィリエイターに対して広告素材とか指示書を提供する。あるいはその後、作成された

アフィリエイト広告が実際に掲載される前の段階で、⑩にありますとおり、そのアフィリ

エイト広告の内容を審査・確認する。あるいはアフィリエイト広告が掲載された後も、⑬

にありますとおり、パトロールなどを行ってアフィリエイト広告の内容を審査・確認する。

商品が売れた後も、⑯のとおり、その成果の確認をする際に再度アフィリエイト広告の内

容を確認する。 

 少なくともこの４段階でアフィリエイト広告の内容を確認する機会がある「はず」なの

でございます。今「はず」というのを強調しましたが、それはこの図が「理念モデル」と

書かれておりますとおり、今、申し上げたような審査・確認のプロセスが実際に実効性を

持って現場で行われているのか。そこが実際の案件においては必ずしもそうでない可能性

があるということでございまして、そこが現状のアフィリエイト広告の大きな問題なのか

なと感じております。 

 13ページからはアフィリエイト広告が景品表示法の適用においていかに取り扱われるか

ということについて記載しております。13ページの上の水色部分でございます。これはア

フィリエイト広告に限りませんが、事業者が景品表示法の表示規制の対象となるためには、

①事業者が商品・役務を供給している供給主体であるということ。加えて②その事業者が

不当表示を行った表示主体であるということ。この２つが必要であるということでござい

ます。アフィリエイト広告において、広告主は商品の販売者などでございますので、広告
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主が供給主体であるということは通常議論がないところかと思われます。他方、広告主以

外の者、ASPやアフィリエイターが通常は供給主体でない。もちろん、ASPやアフィリエイ

ターが広告主をある意味ダミーにして、実際は自分がその商品を供給していたとか、そう

いうこともあり得ますが、そういった事情がない限り、ASP、アフィリエイターは普通、供

給主体ではない。これも議論のないところかと思います。 

 他方、14ページを御覧ください。表示主体性についての景品表示法の考え方というのは、

裁判例に基づいて既に確立したものがございます。つまり、上のピンクのところで囲まれ

ておりますけれども、表示主体性は、表示内容の決定に関与した事業者に認められるとい

うことでございます。そして、表示内容の決定に関与というのは、下の点線囲みの中に①

から③までありますが、①のように、自ら若しくは他の者と共同して積極的に表示の内容

を決定したというのもありますし、③のように、他の事業者、広告主から見ればアフィリ

エイターが他の事業者ということになりますが、アフィリエイターに表示内容の決定を委

ねたということも決定の関与に該当する。こういう考え方が示されております。 

 15ページでございます。景品表示法第26条第１項の規定により、事業者は不当表示を未

然に防止するために、表示に関する事項を適正に管理するための必要な体制を整備するな

ど、必要な措置を講ずる義務が課せられているわけでございます。その必要な措置の内容

については、15ページの下から16ページにかけてですが、内閣府の告示で指針が定められ

ているわけでございます。 

 したがいまして、内閣府の告示でアフィリエイト広告が現時点で特に言及されているわ

けではないのですが、表示主体性を有する広告主は、アフィリエイト広告が不当表示とな

らないように適切な管理を行う必要があるということでございます。 

 以上を踏まえまして、20ページ、21ページですが、皆様に御議論いただきたい点を記載

させていただきました。20ページの１は、アフィリエイト広告について、そもそも誰がそ

の表示内容の管理を行うのか、行う場合にどの程度のコストをかけて真剣に行うのかとい

うのは、ほかでもなく広告主の意向により決定されるということでございます。これは考

えてみれば当然でございまして、その商品を販売しているのは広告主でございますし、広

告費を負担するのも広告主だけですから、広告主が表示内容を管理するつもりがないとか、

管理のためのコストも負担しないとか、そういうことがある場合に、ほかの誰かが代わり

に管理してくれるなどということはそもそも期待できないわけでございます。 

 次に２ですが、アフィリエイト広告の特徴として、広告主でないアフィリエイターが表

示物を作成するということがありますので、広告主の中には、アフィリエイト広告の表示

内容を管理するべきと言われても、困難であるといったお考えを持つ方もいらっしゃるか

もしれません。ただ、ここで考えなければいけないのは、アフィリエイト広告というのは

決して唯一の広告方法ではないということです。アフィリエイト広告の広告主の方は、よ

り広告内容の管理がしやすい他の広告手法もあるわけですから、そちらを選ぶことができ

たにもかかわらず、あえてアフィリエイト広告という表示内容の管理が難しくなる可能性
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のある手法を用いているわけですので、その結果、虚偽・誇大広告が生じてしまった場合

に、表示内容の管理が困難だったという理由で責任を負わなくていいという考え方は妥当

ではないということがここに書かれております。 

 次の３ですが、先ほど申し上げた、表示内容の決定に関与している場合に表示主体性が

認められるのだという考え方が、アフィリエイト広告の場合にも当然妥当するということ

が、健康食品についての考え方の中ですが、既に明らかにされているということです。 

 以上を踏まえますと、４でございますが、広告主は、アフィリエイト広告という広告手

法を用いる限り、自らの商品を宣伝しているアフィリエイト広告について、自ら積極的に

表示するという形ですとか、あるいはアフィリエイターに委ねるという形ですとか、ある

いはここの部分については自ら積極的に表示するけれども、ほかの部分はアフィリエイタ

ーに委ねるとか、実際には色々な形があり得ると思いますが、いずれにしても表示内容の

決定に関与していると言えるわけです。 

 しかしながら、このことが全ての関係者間において十分に認識されているか、認識され

ていたとしても、その認識に基づいて表示内容の管理が十分に行われているのかというの

は、現状の状況を踏まえると疑問もあると言わざるを得ないところでございます。 

 アフィリエイト広告に関するこういった現状把握などを踏まえまして、御議論いただき

たい点として記載したのが下の①②でございます。①ですが、アフィリエイト広告の内容

管理について、広告主の責任が第一に重要であるということは、今、申したとおりなので

すけれども、その他のASPとかアフィリエイターも含め、関係者の意識を高めて、それぞれ

のお立場に応じた役割を果たしていただくために、どういった対応が考えられるかという

こと。これが①。 

 その次に②でございますが、先ほど申し上げたとおり、広告主がアフィリエイト広告の

内容について最終的に責任を負うということを踏まえまして、広告主による管理がより一

層行われるようにするためにどういう対応が考えられるのかということでございます。 

 次に21ページでございます。20ページのところで広告主の責任・役割ということを強調

させていただいたわけですが、21ページは、上の１にありますとおり、アフィリエイト広

告の健全化のためには、それ以外の事業者、団体の取組も大切であるということでござい

ます。 

 その次の２ですが、事務局が現状把握しているところによりますと、アフィリエイト広

告の中でも取り扱われる商品分野とか、あるいは広告主によってはアフィリエイト広告の

内容管理が比較的きちんと充実してなされている場合もある一方、そうでない場合もある

ということでございます。 

 以上を踏まえまして、このページの御議論いただきたい事項、下の①でございます。悪

質なASPやアフィリエイターが排除されて、不当表示の防止に積極的に取り組んでいる良質

なASPやアフィリエイターが広告主などから選ばれるようにするために、全関係者の方が行

うべきベストプラクティスというのは何だろうかということが１つ。 
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 ②でございますが、説明の初めのほうにも申し上げましたが、アフィリエイト広告がそ

もそも広告として消費者に認識されにくい場合があるということについて、対応する方策

はどういうものがあるのかということ。 

 ③ですが、その他の不当表示の未然防止の方策についてでございます。 

 23ページは今後の議論の進め方でございます。本日の第１回会合の後、第２回、第３回

では、事務局としては関係者にヒアリングを行ってはどうかと考えているところです。そ

の上で、第４回以降、論点整理、取りまとめを行って、令和３年中を目途に一定の結論が

得られないかと考えておりますので、こういった進め方についても本日御意見をいただけ

ればと存じます。以上が資料４です。 

 資料６も今日配付させていただきました。資料６は、景品表示法の概要や最近行われた

平成26年改正の概要についてでございます。資料６の２ページは、平成26年改正の主な内

容の３つについて簡単にまとめたものでございます。改正内容は主に３つあったわけです

が、そのうちの最後のⅢ、課徴金制度の導入は、この改正が施行されたのが平成28年４月

１日でございました。改正法の附則で施行後５年、つまり、今年の４月１日を経過した場

合に施行状況について検討することとされているわけでございます。本日、せっかくの機

会ですので、第１回会合ではアフィリエイト広告以外の景品表示法の運用などについての

御意見もお伺いできれば幸いと思っております。もちろん、本検討会はアフィリエイト広

告を対象とするものですので、それ以外のテーマについて検討して取りまとめまですると

いうことが必ずしもできるわけではございませんけれども、もしそちらのほうの御意見も

いただければ、今後の検討に生かしていきたいと考えているところでございます。 

 私からは以上でございます。 

○中川座長 御説明ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの事務局からの説明につきまして質疑応答に入りたいと思います。

今日は初回でございますので、委員の皆様、一わたり御意見あるいは御発言をいただきた

いと考えております。多数いらっしゃいますので、全体を２つのグループに分けさせてい

ただきたいと思います。まずはアフィリエイト広告の関係者、先ほど御説明のあったASP

あるいはアフィリエイター、あるいはその広告主、媒体、そういった実務の関係の方を第

１グループとさせていただきまして、あいうえお順に御発言をいただきたいと思います。

その後、第２グループという形で、研究者あるいは弁護士、あるいは消費者団体に御意見

をいただきたいと思っております。それぞれのグループであいうえお順にお願いしたいと

思います。 

 まず、第１グループでございますが、日頃からアフィリエイト広告の実務に触れていら

っしゃる方々から実態、実務面などの観点を含め御意見をお聞かせいただきたいと思いま

す。なお、時間の都合がございますので、恐縮ですがお一人３分程度でお願いできればと

存じます。まずは第１グループ、あいうえお順で笠井委員からお願いできればと思います。

よろしくお願いいたします。 
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○笠井委員 ただいま御紹介いただきました日本アフィリエイト協議会の笠井と申します。

このたびは、アフィリエイト広告等に関する検討会の委員に選んでいただき、誠にありが

とうございます。 

 自己紹介は割愛してということでしたので、早速本題に入らせていただければと思いま

す。まず、消費者庁の皆様にはすごく分かりやすい充実した資料を作成いただき、非常に

感謝しております。ありがとうございます。 

 その上で、委員の皆様や傍聴参加いただいている皆様、そして恐らくこれは議事録に残

ると思いますので、そういった議事録を読んでいただいている皆様に一番初めにぜひお願

いをさせていただきたいことがあります。アフィリエイト広告自体が悪いかのように間違

って捉えられないよう、これについてはぜひお願いをさせていただけますと幸いです。成

果報酬型のアフィリエイトは、御指摘のとおり、虚偽誇大な広告を行うインセンティブが

働きやすいという特性があるということについては否定しませんが、しかし、その特性が

あるからといって、アフィリエイトに関わる全員が虚偽誇大広告を行っているわけでは決

してありません。大部分のアフィリエイターの方や広告主の方、ASPの方や代理店の方は、

法令やガイドラインやルールを守って、ちゃんと消費者や社会の利益につながるようなア

フィリエイトの活動を行っております。 

 今回事務局が御用意いただいた資料４、現状と論点のほうに記載のイメージ図や、全体

像で取り上げられているもの、ASPや関係者の流れといったところを見ていただくと、この

手法というのは、アフィリエイトサイト運営者が主に身銭を切ってSNSとか動画サイトとか

ニュースサイトとか、いわゆるアドネットワークというところに広告を配信して、その広

告経由でアフィリエイトサイト運営者がつくった体験談とかランキングサイトに集客する

というスキームになっているかと思います。これは我々のアフィリエイト業界では「アド

アフィリエイト」という呼び方をしているものになるのです。アフィリエイターが身銭を

切って、お金を払って自分のサイトやブログに集客をしているアドアフィリエイトについ

てですが、正確な数字については今、我々の協議会の会員にヒアリングを行っているとこ

ろですので、御要望いただければ、次回以降の検討会で発言させていただければと思いま

すが、私個人の所感といたしましては、この20年以上アフィリエイト業界にアフィリエイ

ター、広告主、ASP、代理店、様々な立場で関わってきた体験談といろんな方々のお話やデ

ータを見る限り、ごく僅か、１％もいないぐらいの方々と考えられます。当然広告を出す

方々も大半が真っ当な広告をつくって出稿されていますので、虚偽誇大なアドアフィリエ

イトで集客して、うその体験談とかで消費者被害をもたらしてしまう。また、今回行政処

分が３月になされたアド系のケースというのは、本当にごくごく一部である。ただ、その

ごく一部の人たちが非常に大きなお金を動かして大量に広告を出稿しているがゆえに、消

費者側から見ると、あたかもアフィリエイトというのはすごく問題がある手法なのではな

いかと思われてしまうことは重々理解をしております。 

 ですので、我々業界団体としても、そういった一部の悪質な事業者がアフィリエイトの
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仕組みを悪用して消費者の被害であったり、真っ当にやっているアフィリエイターの不利

益につながるような活動をさせないように、取締りであったり、業界外の方々にも協力を

いただきながら排除に向けた活動を行っております。 

 本日の冒頭で大臣や事務局の方からもお話がありましたように、アフィリエイトという

のは、いろんないい側面とか、社会に対して価値を提供できるような仕組みが本質的な部

分でありますので、繰り返しになってしまい恐縮ですが、一部の悪質なアフィリエイトの

仕組みを悪用する事業者の問題行動を過剰に取り上げて、アフィリエイト広告自体が悪い

のだとか、アフィリエイトは悪だといったネガティブなイメージを広められないようにど

うかお願いをさせていただけますと幸いです。 

 今後の検討会の中でいろんな事例や話が出てくると思いますので、アフィリエイトを長

くやっている身として、この検討会で補足や説明を、そして御質問への回答等で積極的に

取り組んでいきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

○中川座長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、河端委員、お願いいたします。 

○河端委員 日本アフィリエイト・サービス協会の河端でございます。よろしくお願いい

たします。 

 今、笠井委員からアフィリエイトに関して御説明いただいたかと思うのですが、今、お

話しいただいたことに関しては、おおむね私どもとしても同意でございます。私どものア

フィリエイト・サービス協会は、笠井委員のJAOさんと立ち位置がどう違うのかと思われる

方もいらっしゃるかと思いますので、簡単に説明をさせていただきます。日本アフィリエ

イト・サービス協会というのは、先ほど御説明いただいたアフィリエイトの図の中の主要

なアフィリエイトサービスプロバイダー、ASPと書かれているものの団体でございます。な

ので、JAOさんというのは、アフィリエイターや広告主、ASP、いろんな関連者さんが加盟

されていらっしゃいますが、当団体は、アフィリエイトサービスプロバイダーの団体でご

ざいます。加盟者としては６社ですが、20年近く歴史がございますので、その中では歴史

を持っている比較的大きな会社さんが加盟されていらっしゃいます。 

 矢野経済研究所さんによりますと、アフィリエイトというのは3000億円ぐらいの規模が

あると言われておりますが、当団体の加盟ASPの市場シェアで言いますと、大体30％台、35％

ぐらいではないかと書かれていますので、企業社数としては決して多くないのですが、そ

のぐらいのシェアを占めていると認識しております。 

 一方で問題になっている、先ほど笠井委員がおっしゃったいわゆるアドアフィリエイト

と言われているものは、以前から少しずつあったと思うのですが、この５年ぐらいすごく

目立つようになってきたというところではないかと思います。その中で、JASK、日本アフ

ィリエイト・サービス協会においてもそういうのが目立ってきて、だんだん悪質な手法に

見えてきたというところで、いろんな形で管理を行っているのですが、その結果、では、

あそこは管理が厳しいので、より管理が緩いところに行こうとか、こういったところに流
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れつつあるというのも実態としてあるのかなと思っております。 

 なので、笠井委員と重ねてになりますが、全体としてはほとんど優良なアフィリエイト

サービスを御活用いただいている方がほとんどでございますが、そういったものが非常に

露出が多いがゆえに目立ってきているというのが事実でございますので、我々としてもこ

こをどう健全にしていくか。ほとんどの真面目にやられている方が余計な負担とかマイナ

スなことにならないように、この一部の方をどう改善していくのかということに力を注い

でいきたいと思っておりますので、何とぞよろしくお願いいたします。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 では、続きまして、万場委員、お願いいたします。 

○万場委員 日本通信販売協会の万場でございます。非常に丁寧な資料を御説明いただき

ましてありがとうございます。 

 今回の検討会では唯一広告主の立場で参加かなと思っておりますが、まず冒頭、実態調

査もやられているということですので、実態が分かった上でいろいろ議論が進んでいくの

であろうと思いますけれども、景表法の規制範囲を拡大するとか、あるいは規制強化をす

るということになります場合は、EBPMの観点から具体的な、合理的なファクトに基づく議

論をぜひともしていただきたいと思います。明確な立法事実に基づいて議論を進めていっ

ていただければと思います。その際はできるだけ多くの利害関係者から意見を聴取するな

りヒアリングをするなりということをぜひともお願いしたいと思います。 

 当協会の取組としましては、広告主の立場でありますので、先ほど西川課長からも説明

がありましたように、景表法上、広告主の責任がございますので、特に特化してというこ

とではありませんが、アフィリエイト広告を含めた景表法の考え方、法規制の在り方、そ

ういうことについての勉強会を定期的に行っております。アフィリエイトについて特化し

た説明会等も開催しておりまして、事業部門の担当者は異動とかいろいろありまして、景

表法に対する知見がなかなか蓄積しないということもありますので、定期的にそういうも

のを開催していっているというのが実情でございます。 

 アフィリエイト広告に接触する消費者に対してですけれども、成果報酬的であるという

ことも含めた周知といいますか、先ほど消費者庁さんがパンフレットをつくられて周知さ

れているということでありましたが、そういう消費者教育が必要かなと思っておりまして、

実は一昨年から教職員さんの研修の一環として、通販の実態、物流センターとかコールセ

ンターも含めて、そういう実態を見学して勉強していただくという研修会をやっておりま

す。今年はより広範囲に全国の教職員さん向け、それから全国の消費生活センターで相談

を担当されている方を対象にオンラインで研修会をやっていただいて、通販に関する認識、

理解を深めていただくという活動もしております。社会科の教科書などで協会の紹介等も

していただいていますので、より活発にやっていきたいと思っております。 

 また、先ほど笠井さんからもありましたけれども、アフィリエイト広告についても、ご

く一部の悪質な事業者がいるということです。悪質な事業者の排除ということで言います
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と、従来から詐欺的サイトの情報というのは警察庁さんに提供したり、あるいは今春から

ですけれども、ネットの広告が特に多いわけですが、そういう悪質と思われる、あるいは

苦情相談が複数ある事業者について、関連する業界団体に情報提供するということで、未

然にトラブルを防ぐという活動もやっております。 

 いずれにしましても、ネットの世界というのは日々技術的な革新であるとか、そういう

開発がどんどんされますので、新たな規制ということになれば、その技術開発とかイノベ

ーションを阻害しないような配慮も必要であろうと思います。初めに規制ありきではなく

て、事業者団体あるいは消費者団体を含めて、そういう活動を通して、その成果を見なが

ら検討していくべきではないかなと思っております。 

 特に消費者の方々にお願いしたいのは、今、情報を取ろうと思えばいろんな情報が取れ

る時代でありますので、消費者基本計画にもありますように、被害に遭わずに合理的な意

思決定ができる、そういった自立した消費者を育てていくという観点も含めて議論してい

ただければありがたいなと思っている次第です。 

 以上でございます。ありがとうございます。 

○中川座長 どうもありがとうございました。 

 では、第１グループの最後になりますが、柳田委員、お願いいたします。 

○柳田委員 日本インタラクティブ広告協会、JIAAの柳田と申します。当協会は、インタ

ーネット広告の事業を行っている媒体社やプラットフォーム事業者、広告会社などが270

社ほど加盟しております。業界団体としてインターネット広告の健全な発展のために自主

ルールの策定や事業者の啓発などの活動を行っております。 

 今回検討の対象となるアフィリエイト広告については、当協会が対象とするインターネ

ット広告の範囲には含んでおりません。アフィリエイトというのは、サイト運営者が特定

の商品やサービスのセールスによって報酬を得るという販売代行のような仕組みであると

捉えておりまして、テレビや新聞の広告のような媒体社が有料の広告枠を広告主に販売す

るといういわゆる広告とは異なるものであると定義しております。 

 ですけれども、消費者から見れば広告宣伝であるということに変わりはありませんし、

アフィリエイトサイトの不当表示の問題というのは、当協会も含めてインターネット上の

広告に携わる関係者全てが解決に取り組むべき大きな課題であると認識しております。先

ほど御説明にありましたとおり、不当な表示を行っているアフィリエイトサイトが消費者

を誘導するために媒体社の広告枠を買い付けるという媒体出稿の問題があります。インタ

ーネット広告においても、マスメディアの広告と同じように、広告の責任は広告主にある

という原則は変わりはないのですけれども、広告掲載可否の判断を媒体社が行うという従

来の商習慣のプロセスが、現在のインターネット広告の市場構造とか広告掲載の仕組み上、

難しくなっているという面があります。 

 一部の悪質な広告主に対しては、媒体社などの広告事業者が対策をしていても擦り抜け

ていたちごっこになっているという現状もあります。そうした不当な広告への対策に広告



15 

 

事業者側が非常にリソースを割いてコストをかけざるを得ないということも業界の課題と

なっております。一方で、昨年は薬機法に違反したアフィリエイトの広告制作や配信に関

与していたということで、当協会内で倫理綱領、行動憲章に反した会員社を処分したとい

うこともございました。 

 そうした中で、アフィリエイトの不当表示の問題に対する本質的な解決のために、この

検討会で実態を把握して、不当表示を繰り返しているような広告主、広告への法の適用と

か、未然防止の措置を講じるといった自らの取組に関して、皆様と知恵を出し合うことが

できればと考えております。どうぞよろしくお願いいたします。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 それぞれのお立場から分かりやすく御説明いただきました。ありがとうございます。 

 それでは、続きまして、２つ目のグループに移りたいと思います。これもあいうえお順

でお願いしたいと存じますので、まずは池本委員からお願いしたく思います。よろしくお

願いいたします。 

○池本委員 池本でございます。 

 いろいろお伝えしたいことがあって、時間が限られていますので、事前に資料という形

で配付していただきました。ポイントを絞って御説明させていただきます。私は弁護士と

してネット通販のトラブルの相談を受けたり、適格消費者団体に参加している関係で不当

表示の差止請求の活動にも取り組んできております。そういうところから、今回事務局か

ら御説明いただいたアフィリエイト広告というものは、利便性がある半面、不当表示が生

じやすい仕組みであるという分析については、全くそうだと思っております。その中で特

に確認していただきたいのは、レジュメの３、４で書いておきましたが、広告主の自社広

告か第三者かが分かりにくいという以上に、利益提供を受けた第三者の広告なのか、中立

な第三者の評価なのか。特に個人のアフィリエイト広告などではそういう問題があります。 

 ４番目の消費者の苦情が発生したときに、広告主はそれは自社の広告ではないというこ

とで、余り関与しない姿勢で、どういうアフィリエイト広告だったのかということを開示

していただけない。ポップアップ広告などではそれが確認できないと、不当表示かどうか

の判定がお互いにつかないという問題が出てきます。 

 そういう中で、まず適正化のための出発点というのは、このアフィリエイト広告に対す

る責任主体は広告主、販売業者であると。先ほども説明がありましたが、自ら広告を出す

代わりに、第三者にそれを委ねているということで、それで言わば広告の範囲を拡大して

いるわけですから、広告内容を第三者に委ねたことについても責任を負うのだと。そもそ

もベイクルーズの高裁判決でも示されているように、一般消費者の信頼を保護するという

景表法の趣旨からすれば、故意過失がなくても不当表示については責任を負うという基本

のルールがあります。 

 こういった基本のルールをまずは事業者全体に周知していただくことですが、そのため

には、今日御参加のような業界団体を通じても徹底して周知していただくとともに、違反
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業者については厳しく指導、措置命令などを発していただきたい。私が見る限り、特定商

取引法に比べて景表法は、都道府県による執行件数がどうも少ないように思われます。都

道府県に対しても積極的な法執行を働きかけていただきたい。 

 適正化に向けた法の26条の広告表示の適正管理措置義務の御紹介がありましたが、それ

に関連して３点申し上げます。まずはアフィリエイト広告というのは不当表示を招きやす

い。だとすれば、定期的にチェックする具体的なルールを定めていただきたい。例えば売

上げが特に高いアフィリエイト広告、あるいは急増した広告については、その広告自体を

送ってもらってその都度チェックするとか、そういう具体的なルールを定めていただきた

い。 

 苦情が発生したときには、その苦情に応じてどういう広告だったのかというのをASPを通

じてもう一回入手して、消費者にも開示し、いや、これは不当表示というほどではないで

しょうとか、あるいはこれはやはり不適切ですねということを客観的に分かる形で協議を

していただきたい。 

 有償の委託を請けた広告なのか、中立の第三者のコメントなのか、区別がつかないとい

うのは、やはり不適正ではないかと思います。その意味で、アフィリエイト広告である、

委託を請けた広告だということが表示されるようなルールが必要ではないかと思います。 

 最後に、以上申し上げたような広告主の取組というのは、アフィリエイト広告を仕組み

として展開されているASP事業者さんの協力が不可欠です。先ほどお話があったように業界

団体として取り組むといっても、アウトサイダーも多数いるということになると、自主規

制だけで足りるのかどうかという疑問もあるのですが、景表法によってどこまで何が規制

できるかという課題もありますので、まずは自主規制、ルールを見える形で策定して公表

していただくとともに、その実効性を検証しつつ、むしろ努力した人が報われるためには、

アウトサイダーについて一定のルールを自主規制も参考にしながらつくっていくというこ

とが次なる段階にもあるのではないかと思います。 

 以上です。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 では、続きまして、岩本委員、お願いいたします。 

○岩本委員 岩本でございます。よろしくお願いいたします。 

 今回の法的な、特に景品表示法の対応の基本的なスタンスは、今、御発言いただきまし

た池本先生と基本的には同じでございます。景品表示法は、あくまでも優良あるいは有利

な誤認表示に対して事後的な規制をする法律でございまして、これは従来からアナログ広

告であろうと、デジタル広告であろうと、基本的に広告に変わりはないわけであります。

今回３月に始めたアフィリエイト広告がその対象となったということでございますので、

消費者庁としては景品表示法の従来からの枠組みにおける運用が行われているものと見て

おりまして、確かに規制を受ける側からすると、過剰規制ではないかという懸念を抱くそ

の気持ちはよく分かりますが、現状において景品表示法のこれまでの運用の枠組みにおい
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て運用されているものだろうと認識しております。 

 先ほど消費者庁から非常に御丁寧な、あるいは詳細な資料に基づいて御報告いただきま

して、アフィリエイト広告のかなり複雑な実態を把握することができました。今、池本先

生も御指摘されましたけれども、そのシステム自体が景品表示法違反を招く可能性がある

という消費者庁の見方も確かにそのとおりであろうと思っておりますので、今回のこの検

討会がどういう方向に落ち着くのか、私は全く想像がつきませんが、現行の景品表示法26

条にある事業者側の管理責任、管理義務というものの規定が今回非常に生かされる機会に

なっていくのかなと思っております。 

 ただ、これは自主的な事業者側の取組に期待するのが一番望ましいわけでありますけれ

ども、同時にこの規定は27条におきまして指導や助言の対象となり、28条において勧告や

公表の対象となるものでありますので、この規定がしっかり使われることによって、ある

種の自浄作用を促すことにもつながっていくということが期待できると思います。 

 事業者側におきましても、特にどの団体がというのは私から申し上げられませんけれど

も、そうした事業者側の自主的な取組というのがいわゆる消費者志向経営というものを実

現することにもつながっていきますので、そこは事業者側の皆さんが消費者庁とのいろん

なやり取りの中で、あるいはこの検討会を踏まえて必要なルールを策定していただくこと

に期待しておきたいと思います。このことがアフィリエイト広告全体の健全化につながっ

ていくものと信じております。資料の中でもグッドプラクティスがあるということがござ

いましたので、ぜひこの検討会の中で消費者庁のほうからその事例を紹介していただきま

して、そのモデルを見ていきたいなと思っているところでございます。 

 最後でありますが、これは消費者庁のほうで今、実態調査をしているということでござ

いますので、それに期待したい部分はあります。景表法で対応できる部分はどこまでなの

かということと、景表法が及ばない部分はどうするのかというのが次の課題となっていく

だろうと思います。そうした全体的なモデルの中で、アフィリエイトを募る側、先ほどの

図の右側のほうにありましたけれども、そうした部分についてもどうするのだろうかとい

うこと。これは恐らく景表法の対象外だと思いますので、そうした部分につきまして、今

回の検討会で実態を踏まえた規制の在り方や管理徹底の在り方について、皆さんと考えて

いきたいと思っております。 

 私からは以上でございます。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 それでは、続いて佐藤委員、お願いいたします。 

○佐藤委員 岡山大学の佐藤でございます。 

 私のほうからは２点お話しさせていただきます。まず、景表法の適用につきましては、

先ほど池本委員、岩本委員からお話がありましたように、私自身も３月の事案の適用等に

つきまして、従来の枠組みの中で規制が行われたものと認識しております。そして、法適

用の理由・根拠の面と、それが業界あるいは消費者、特に業界に一般的な認識としてどの
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ように認識されているかということの実態把握が非常に重要であると思います。つまり、

法適用の基本原則の確認及びその有効な広報手段を検討して、それを実施していくための

段階的な実施プロセスをこの会合を端緒として具体的に構築していければと思っておりま

す。 

 第２点といたしましては、健全なアフィリエイト広告の促進という視点は何よりも必要

だと思います。つまり、アフィリエイト広告自体、結局、新しい技術手法の広告と位置づ

けられますので、アフィリエイト広告の後に、我々が想像したこともないような新しい技

術による広告手段も出てくるわけです。また、特定商取引法の運用の歴史を踏まえても、

次々から次へと新しい取引形態が出現していって、大体実態が先行して、その後、どのよ

うに法的に対応していくかを検討していくことになりますので、今回のアフィリエイト広

告等に関する検討は、一つの新しい技術を用いた広告に対する規制に対して、皆でどうや

って取り組むかということの一つのモデルになり得るかなと思っております。 

 その意味では、先ほど業界団体の方がお話しになられたように、ごく一部の悪質な業者

によるものが非常に目立った状況になっています。一方、地方も含めて、消費者庁による

執行力については一定の限界もありますので、一部の悪質な業者の行為をどうやって効率

的に排除していくか。結局のところ消費者庁による景表法に基づく規制、業界による自主

的な規制、その他の法律の規制の組合せになると思いますが、規制の実効性の確保のため

に、連携を促進していく視点からの取組が必要であると考えております。 

 私のほうからは以上でございます。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 続きまして、白石委員、お願いいたします。 

○白石委員 白石でございます。重要な内容の検討会に参加させていただきまして、感謝

しております。重複を避けて、別の点についてコメントしたいと思います。 

 アフィリエイト広告は重要であるだけに、現代において極めて多くの事象が折り重なっ

て存在しており、場合によっては、本当は今回の議論の問題関心とは直接の関係がないの

に、関係がありそうに見えてしまっているという場合もあるのではないかと思います。 

 その中で重要であるものの一つとして私が思い浮かべますのは、小売業者に商品を直

接・間接に納入しているメーカー等があるのではないかと思います。そういったメーカー

等の中には、自社商品にアフィリエイトの報酬がついた形でネット上で広告されていると

いうことがよくある。そういう経験をされているメーカー等が多くあるのではないかと思

っています。しかし、そういうものの多くの場合は、そのメーカー等がアフィリエイトプ

ログラムの広告主となっているのではなく、小売デジタルプラットフォームなどの小売業

者が小売業者として広告主となってアフィリエイト広告をしているということなのではな

いかと理解しています。そのような場合は、メーカー等は小売業者のアフィリエイトプロ

グラムに関与していないのであれば、今回の検討会の議論には直接関係ないということに

なるのではないかと理解しております。もしそうであるならば、その点が明らかになるだ
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けでこの検討会をめぐる無用の心配が軽減されて、また議論が整理されるのではないかと

思っています。 

 今回の検討会の対象に関係なく、景表法に関する感想・意見等という御要望もありまし

たので、１点のみ申し上げます。平成26年11月の改正で課徴金が導入されました。消費者

庁の表示対策課等で熱心に対応され、事例が次々に登場しているようにお見受けしており

ます。しかし、その水面下でどのようなことが起こっているのか、表示対策課等でどのよ

うな点に苦心され、あるいは工夫され、あるいは現状では解決が困難で困っていることが

あるのかということが今以上に発信されるとさらによいのではないかと思っています。事

例の数が少ない時期には、事業者の秘密にわたるような内容にどうしてもなってしまうと

思われますので、難しいかもしれませんけれども、現在は事例の数も増えていますので、

現在であれば問題を抽象化するなどして、水面下の現状をある程度において発信していっ

ていただいても差し支えない状況になっているのではないかと思います。この検討会との

関係でも課徴金の問題は重要だと思いますし、一般的にもさらに重要と思いますので、そ

の点について可能な範囲で御勘案いただければありがたいと思っております。 

 ありがとうございました。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 続きまして、増田委員、お願いいたします。 

○増田委員 全国消費生活相談員協会、増田でございます。 

 アフィリエイト広告やASPに関しての検討会が開催されることについて、大変感謝してい

ます。10年以上前からアフィリエイト、ASPについては情報商材等の販売に関係して消費生

活相談の現場で問題になっていました。今でも詐欺的な定期購入契約や情報商材等のトラ

ブルは、SNSの虚偽誇大なアフィリエイト広告などに誘引されたものがきっかけとなってい

ると思われます。 

 消費者にはアフィリエイト広告なのか、広告会社が出している広告なのか、販売会社が

出している広告なのか、全く分かりません。消費生活相談においても後追いができないの

が現状です。例えばスマホの広告には初回100円。回数の縛りがなく、２回目以降は一月

2,930円とあった。だが、２回目が届いて、20袋で３万9,500円と高額だったという相談が

寄せられましたけれども、消費者生活相談員は、広告から申込み画面に至るまでの状況を

確認して、アフィリエイト広告の可能性が高いことを認識しました。事業者と話し合った

ところ、公式ホームページは法的に問題がない表示であると主張されて、話合いが難航し

ています。アフィリエイトという仕事が悪質な情報商材に利用されているのは、誰でも簡

単に稼ぐことができる規制されていない分野という間違った理解によるものではないかと

考えます。こうした事態はアフィリエイト広告に関して信頼を低下させていますし、適切

なアフィリエイトを行っているアフィリエイター、ASPの方にとって重大な問題だと考えま

す。 

 そして、アフィリエイト広告によって利益を得ている販売会社の責任は大変に重いと思
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います。本来ASPはアフィリエイターと契約する際に調査したり、広告規制について注意喚

起を行うなど、いわゆるデジタルプラットフォームと同じように、加盟店調査や途上審査、

苦情の適切な処理などの役割を果たす必要があると考えています。既にアフィリエイト広

告の監視をしているデジタルプラットフォームがありますし、金融商品についてのアフィ

リエイト広告の問題はほとんど聞かないというのは、広告主やASPの関与がうかがわれます。 

 最後に景表法における考え方を再度周知徹底して、迅速な執行を行うこと。広告主とASP

の役割を明確化して、デジタル新法と同様の規制をすること。悪質なアフィリエイターに

対する警察による摘発が必要ではないかと考えています。景表法については、対象となる

ものを現状に合わせて明確にしていただくこと。課徴金の算定方法である対象となる商品

とか３％の割合について、再度検討していただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 では、最後に森田委員、お願いいたします。 

○森田委員 一般社団法人Food Communication Compassの森田満樹と申します。消費者団

体として活動しており、食に関して消費者が合理的な選択、科学的な判断ができるように

学習会の開催等を行っています。 

 消費者にとって表示や広告は適切な選択をするためにも大事な情報ですけれども、中に

は消費者を欺くようなひどい内容のものもあり、特に健康食品に関して問題が多いと思っ

ています。これからヒアリングなどでも消費者から苦情が多いということが分かってくる

かと思いますが、景品表示法の措置命令も多く出されています。健康食品に関しては、私

は消費生活センターでだまされないで、きちんと調べてほしいということを講演や広報紙

などで伝えています。 

 アフィリエイト広告に関しては、例えば体験談のブログとかランキング記事とか、極端

な効果を示して、そして先ほど増田さんがお話しされたように、お試しやお得情報で販売

者サイトに行くようにしむけるということで、消費相談も多いと聞いていますし、アフィ

リエイトということを知らない消費者からは客観性で、まるで中立であるように見えると

いうことが問題だと思います。そもそも健康食品に関しては、先ほどの説明にもありまし

たように、消費者庁は2016年に健康食品に関する景品表示法及び健康増進法上の留意事項

ということで、具体的な違反事例を示して、アフィリエイトに関してもくぎを刺している

ということだと思います。広告主の責任を明記しているわけで、この留意事項は2016年で

すが、その後、一般の広告というのはある程度改善されてきたのですが、この５年でむし

ろアフィリエイト広告は過激さを増している。そして、薬機法のようなものも散見されて、

2020年には法執行もありましたし、2021年にはきちんと措置命令も出されたということで

す。 

 先ほどの御説明では分野によってアフィリエイト広告がよいということがありましたけ

れども、健康食品分野においてはアフィリエイト広告の悪い部分というのが出てきている



21 

 

のではないか。機能性表示食品などもアフィリエイト広告で、一般の広告では抑えぎみだ

けれども、アフィリエイト広告で虚偽誇大表示になっているというものがあります。消費

者から見れば、アフィリエイト広告というのは、アフィリエイターが違法な広告を行って

いるような場合は、広告主がそれで利益を得ているわけですから、その責任が広告主にあ

ると考えるのが当然です。しかし、相談の現場などでアフィリエイターが勝手にやったこ

とで、知らないと主張するような広告主がいるということも聞きますし、何でそのような

解釈がまかり通るのか、原則が通らないのか。それはもしかしたら現行制度が曖昧に読め

てしまう部分があるのではないかとも思います。 

 本検討会を通して先ほどの供給主体、表示主体の範囲や広告主の責任、また、表示責任

者の管理なども明確にしていただいて、関係者に周知してもらいたいと思います。 

 また、資料の17ページには現行の留意事項に関して２つの留意事項が出てきていますが、

そこももう少し明確にしていただきたいと思います。表示責任者の管理については、もと

もとは2013年にメニュー表示の問題で、やはりこれも食品なのですが、誇大な表示があっ

たということで、その後、この改正法が平成26年に改正されて、表示管理者の責任という

ことで、例えばホテルとかレストランなどは実際に表示責任者を置いて、料理の人ではな

くて、マネジャークラスの人が表示責任者になって、そして様々な対応を実際に行ってい

るということを業界主導でやっています。そうした事例もぜひ参考にしていただければな

と思います。 

 また、論点２で未然防止の取組ということで、健康食品の場合はランキング記事のよう

なものがよくあって、アフィリエイト広告かどうか分かりにくいものがたくさんあります。

こういうものに関しては、一部は消費者が見分けがつくようにアフィリエイト広告を既に

明記しているという団体もいらっしゃるということなので、それはぜひこれから聞いてい

きたいところですが、例えば販売者サイトに飛ぶ前にアフィリエイト広告であるというこ

とに同意するようなチェックがあるとか、そういうふうに消費者から見分けがつくように

情報開示ということも取り組んでいただければなと思います。 

 最後に景品表示法ですけれども、60年近くにわたって消費者の適正な選択を確保すると

いう重要な法律ですし、まさに消費者の味方というような法律だと思っています。2014年

の法改正でも監視指導が強化されて、課徴金制度が導入されて、その後も健康食品の分野

では留意事項とかガイドラインが次々にできて、執行力は高まっているのですが、それで

も新しいデジタル社会に伴って様々な事例が出てくる。健康食品においてはいたちごっこ

のような様相なのです。新しい消費者問題が次々と出てくるという事態なので、これから

も景品表示法は変化する社会に対応して法改正などで進化をしていただきたいなと思って

おります。 

 以上です。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 では、１分ほど一委員として意見を申し上げたいと思います。私、こういう規制関係の
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委員会に出るとき必ず申し上げることなのですけれども、今日、冒頭アフィリエイターの

方からも、あるいは広告主の方からも、ASPの方からも自主規制あるいは研修をしてきちん

とやっているし、多くの人はちゃんとやっているというお声がありました。他方、最後の

ほうに消費者団体の方からお話がありましたけれども、分野によって問題が少ないところ

もあれば、多いのではないかというところもあるというお話がございました。 

 法令遵守という観点からすると、よい子・悪い子・普通の子というやつですけれども、

善良層と極悪層と中間層。極めて真面目に法令遵守に向かって走っている層があります。

今日参加いただいた関係者の委員の方は、善良層の代表のような方だと思います。他方で、

何があったって必ず法令違反をするという極悪層というのも必ずいるわけです。その間に、

ちょっと転ぶと極悪に近くなってしまう、少し厳しくなると善良層に近くなっていくとい

うふらふらしている中間層がほとんどなのです。そういう状態に対して、立法するのか、

解釈でいくのかは別といたしまして、どのように法執行していくのかということが常に議

論になるわけでございます。今、誰を対象にしているのかということが混乱すると疑心暗

鬼に陥って、全ての議論に反対ということになってしまいますし、逆に全てのものが悪者

であるという形で議論を進めると、世間的には受け入れないということになりますので、

善良層、中間層、極悪層のどこら辺を我々は今回議論すべきなのかということを意識して

いくのが必要なのだろうと思っております。 

 恐らく今、議論しているのは中間層なのだと思います。アフィリエイターとして入って

きて、しかし、景表法もあまりよく知らないと。そんなことを勉強する必要があったので

すか、聞いたこともないという人もそれなりにいて、そういう人をどうやって善良層のほ

うに振り向けていくかということがまずは重要で、そこが一番数が多いのです。それと極

悪層に対してどうしていくかというのも議論ができればいいと思いますけれども、善良層

に対して規制を強化しようとは誰も思っていないと思いますので、自主規制をいただいて

いるところについては心配要らないのだろうと思います。自主規制をし、できるだけ中間

層を善良層に持っていくことがアフィリエイト広告の健全な発展になると思いますので、

そういう観点から疑心暗鬼にならずに、委員の方からいろいろな御意見をいただければと

思っております。 

 以上、私の一委員としての意見でございます。失礼いたしました。 

 それでは、皆さんから御発言をいただきましたが、事務局に対する質問事項が幾つかあ

ったと思います。事務局から回答をお願いいたします。 

○事務局 質問に対する回答といいますか、委員の皆様から出された御意見に対してコメ

ントを幾つかさせていただきます。業界関係の委員の方、笠井委員や河端委員からあった

かと思いますが、この資料ではアドアフィリエイトが例に出されているが、アフィリエイ

ターが身銭を切っているようなアフィリエイト広告は一部であるという御指摘がございま

した。そういったアフィリエイト業界の実態については、我々も実態調査をしているとこ

ろでございますし、皆様からも随時教えていただければと思うところですけれども、ただ、
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アドアフィリエイトについては、アフィリエイターが身銭を切って出稿するぐらいなので

すから、法人とか、あるいは個人でも相当大規模にやっていらっしゃるアフィリエイター

の方なのだろうと考えられます。しかも、身銭を切るということですので、商品がもし売

れなければ、ただ働きどころか赤字になってしまうわけでして、ある意味それができると

いうのは、よほど売上げが立つという自信があってのことであるからこそアドアフィリエ

イトなのだろうと考えられるところでございまして、そういうものですと、なおさら虚偽・

誇大広告をするインセンティブが高い場面ではないかと考えられるところです。今後の検

討においては、そういうアフィリエイト広告の具体的な状況についても十分着目しながら

検討してまいりたいと思います。 

 関連して、アフィリエイト広告全体が悪いわけではない、大部分のASP、アフィリエイタ

ーさんはルールを守ってやっているので、勘違いしないでほしいというお話がありました

けれども、まさに事務局としても同感でして、だからこそ悪質なASP、アフィリエイターが

排除され、きちんとルールを守って自主規制に取り組んでいらっしゃるASP、アフィリエイ

ターが、少なくともまともな広告主からは選ばれるというサイクル。そういうものを作っ

ていくのが重要かと思っているところです。そのための方策を皆様と一緒に今後も考えて

いきたいと思うところでございます。 

 万場委員から景表法の規制の範囲を例えば拡大するときは、ちゃんとファクト、立法事

実に基づいた議論をということでした。景表法の考え方については、先ほども説明の中で

示させていただいたところですが、例えば同法を抜本的に強化・拡大するといったことに

なるのかということについては、まさに今後の議論も踏まえて判断させていくべきことか

と考えております。立法ということになれば、それは当然立法事実も必要なわけでござい

まして、そこは十分関係者の皆様の御意見も聞いていきたいと思っております。 

 白石委員からの御指摘でございましたが、メーカーが小売店に商品を卸して、メーカー

の知らないところで小売店が勝手にアフィリエイト広告を仕掛けていたといった場合のメ

ーカーの責任はということです。この場合に限りませんが、当然全ての景品表示法の要件

というのは個別事案に即して考えていくわけですけれども、ただ、お話を聞いている分に

は、メーカーが特に何も言っていないにもかかわらず、小売店のほうで勝手に不当表示を

して販売するといったことは、アフィリエイト広告でなくてもあり得るところでして、メ

ーカーが不当表示に関与していないとちゃんと言える状況であれば、メーカーが処分を受

けることは当然ないものと考えていいかと思います。 

 これも白石委員でしたが、課徴金の制度が導入されて、運用実績が積み重なってきてお

りますけれども、その裏で認定に関する苦労などがあれば、明らかにしていったほうがい

いのではないのかというお話でございました。課徴金制度が導入されて５年が経過して、

施行状況を踏まえ、場合によっては見直しということも検討していかなければいけない時

期になっておりますので、まさにこれもテーマとして検討していく必要があるかと思って

おります。 
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 消費者団体の委員からいろいろ御指摘を頂きました。アフィリエイト広告が生んでいる

消費者相談の現場などの問題というのも我々は知らなければならないと思っておりますの

で、今後のヒアリングなどで可能であればその辺も調べてみたいと思っております。 

 以上でございます。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 まだ時間がございますので、まずは今の事務局からの御説明に対して、なお意見がござ

いましたら伺いたいと思います。その後、全般的に先ほど言い忘れたとか、もっと強調し

たいということがあったら伺いたいと思います。まずは今、課長からお返事のあった件に

ついて、委員から御指摘、御発言等ございますでしょうか。聞いていて、特にアドアフィ

リエイト、河端委員と笠井委員がおっしゃっていたと思いますが、さらに御反応がありま

したらお願いいたします。発言されたい方は挙手機能でお願いいたします。 

 では、今の事務局からの返答については特に御発言はないと理解してよろしいですかね。 

 それでは、その他、もう少しこういうことを申し上げたいという方がいらっしゃいまし

たらお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。岩本委員、お願いいたします。 

○岩本委員 岩本でございます。ありがとうございます。 

 先ほどアフィリエイト広告全体の中で一部悪質な業者、アフィリエイターがいるという

ことのスタンスのほうが今回の検討会の流れとしては非常に受け入れやすい部分があるこ

とは、私もよく分かっております。中川委員長がおっしゃられましたように、そうしたア

フィリエイターを３つぐらいに分けた場合に、今回中間層、中くらいの部分が問題となる

だろうと。そのお立場で私も全然構わないと思います。ただ、結局、景品表示法は事業者

を規制するわけでありますけれども、あくまでも優良誤認、有利誤認の要件に該当した場

合に適用されるわけであって、全て健全な事業者が全く問題ないというわけではないわけ

で、当然健全な事業者であっても無論その要件に該当することがありますので、議論の論

調として悪質な事業者を問題とするというこの検討会の立場があまり明確になると、逆に

バイアスがかかった景表法の運用になる可能性があるので、これは私の個人的意見でござ

いますが、その辺りは今日の議事録等において精査する必要もないかもしれませんけれど

も、一応皆さんと同じ思いでいたいなと思っております。 

 景表法の改正について別の時間にと思っておりましたが、発言をこの場でさせていただ

きたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

○中川座長 お願いいたします。 

○岩本委員 先ほど白石委員から課徴金についての御指摘もありましたが、私もそれに関

連して課徴金制度について若干コメントさせていただきたいと思います。景品表示法が公

正取引委員会から消費者庁に移管された後以降でございますけれども、現行の景品表示法

に基づいては、消費者が不当表示によって購入した場合の財産的被害につきましては、今、

一般不法行為として自ら訴訟を起こす等の対応しかできない状況にございます。特定適格

消費者団体の財産的被害の対象として景品表示法は入っていないという状況がある中で、
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課徴金導入の際に自主返金制度というものが恐らく入った。その辺りにも対応するものと

して入ったものと私は考えておりました。 

 これまでの運用を見ている中におきまして、自主返金に積極的に使う事業者さんもいる

一方、そうした取引先、消費者の把握ができない等の理由によって自主返金をしない。要

するに、課徴金を全額納付するという事業者もいるわけでありまして、自主返金制度とい

うのは、本来的な趣旨で言いますと、まずそれを促して、払わない部分については課徴金

となるものでありますので、自主返金制度を任意にしているという現在の景品表示法の仕

組み自体につきましても、まず自主返金ありきという形、それをさせた上で、しない場合

には課徴金という流れに持っていくことも必要なのではなかろうかということを、この数

年間の運用状況を見て思っておりましたので、この点を意見として挙げさせていただきた

いと思います。 

 ありがとうございました。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 続きまして、万場委員、お願いいたします。 

○万場委員 １点だけ御質問です。実態調査をやっておられるということでしたが、その

実態調査の結果はいつ頃公表していただけるのでしょうか。よろしくお願いいたします。 

○中川座長 事務局からお願いいたします。 

○事務局 実態調査でございますが、現在調査中でございまして、今年の夏ぐらいには何

か御報告できるものがつくれればと思っておりました。そういう意味では、この検討会が

まさに開かれている時期の最中にそれが出るということになりますので、実態調査の成果

については、何らかの形でこの検討会に御披露して、両方がジョイントするような形でや

っていきたいと思っております。 

○万場委員 ありがとうございます。 

○中川座長 ほかの委員からいかがでしょうか。では、池本委員、お願いいたします。 

○池本委員 ありがとうございます。池本でございます。 

 今、岩本先生からも御意見があったところに関連するのですが、私も適格消費者団体で

の差止業務で訴訟提起ではなくて、その前段階の申入れをして、対応を促す段階で驚いて、

大変だ、一生懸命こうやりますというふうに言ってくれる層と全く無視する層があるわけ

です。その意味で、ルールを十分理解されていないというところがあります。うちの広告

はちゃんとしている、アフィリエイト広告は、これはうちではない、その先の先で、うち

は関与できないのだという反応をされるところも残念ながらあるわけです。そこはルール

をきちんと明らかにしていただくことと、それから一生懸命業界団体でルールをつくって

いただいているところも、今回のこの議論を通じて、見えるルール、具体的にこれとこれ

はやってくださいというもの、あるいは現在よりはもう一つ手間が必要になるのかもしれ

ませんが、こうやればゼロにはできなくても多くの問題は塞がるし、あるいは万一不良が

出たときにはどう対応すると。入り口で全部塞ぐことはできなくても、苦情発生時の対応
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という考え方も当然取れるわけです。そういったルールを明確にしていただくということ

と、それから違法なことを繰り返す業者については厳しく処分を加えていただく。これも

まだまだ不十分なので、それこそ中間層と悪質層の両方をきちんと視野に置いた形でやっ

ていただく。 

 これは希望ですが、先ほど事務局の話の中でも相談の現場においてどういう課題がある

かということは見ていきたいとおっしゃっていました。今日はオブザーバーで国民生活セ

ンターからも参加されているようですが「アフィリエイト広告」という言葉でどうくくれ

るのか分かりませんが、相談全体の中でどのぐらいそういうのがあるかということを後日

でも紹介していただけると、委員全体の認識共有になるのではないかと思います。 

 以上です。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょう。では、笠井委員、よろしくお願いいたします。 

○笠井委員 貴重な御意見をいただき、誠にありがとうございました。我々としても不当

表示を行う事業者こそが悪質な事業者の代表格だと思っておりますので、あえて間違った

広告を打ったり、アフィリエイターに打たせているような事業者の存在も確かにこの業界

の中にはいるわけですから、そういった事業者をちゃんと取り締まったり、排除したりと

いう活動はどんどん進めていければと思っています。 

 今後の消費者庁様の調査であったり、先ほどの池本先生の御指摘にあったように、国民

生活センターさんが次回以降発表いただけるのであれば、我々としても相談の現場に来て

いるものが我々の業界団体に来ているものと一致しないことがあるとちょっと怖いなと思

っておりますので、例えばどういったジャンルであったりとか、先ほどフーコムの森田委

員から健康食品について非常に多いという御指摘もいただきましたが、相談が来る中で突

出して健康食品が多いのかとか、あとは健康食品の中でも、100件相談が来たら、100件全

部違う会社の相談なのか、それとも100件相談が来たら、特定の何社かの相談が極めて高い

のか。そういった情報を相談の現場にいらっしゃる方々からこの検討会で御共有いただけ

ると、我々のほうも情報のすり合わせや今後の対応につなげられるので非常にありがたく

思います。 

 以上です。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 もう少し時間がありますので、もしよろしければ。増田委員、よろしくお願いいたしま

す。 

○増田委員 増田です。 

 新しいサービスを提供する場合というのは必ず教育が伴うべきだと考えていますが、ア

フィリエイトに関しては、個人のアフィリエイターという方も多くいますので、ASP自体が

教育ということを担うべきではないかと考えています。現状のよいASP、適切な活動をされ

ているASPの方々がアフィリエイトの方と契約するに当たって、どういう調査をしたり、注
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意喚起をしているのかというところを今後お伺いしたいなと思います。 

 以上です。 

○中川座長 ありがとうございました。 

 ほかに御発言を御希望の方はいらっしゃいますでしょうか。大丈夫ですか。 

 ありがとうございました。 

 それでは、そろそろ予定の時間が参りましたので、議論を切り上げたいと思います。 

 皆様の意見を伺いまして、大体同じ方向は向けているのかなと感じました。また、事務

局の資料４について特に異論があるという御指摘もなかったように理解をしております。

私の誤解がなければでございますけれども。資料４について、恐らく今後の検討の基盤、

出発点にしてよいのかなと思っておりますが、もちろん細かい、このケースはどうなるの

かというのはいろいろ議論があると思いますが、そこまではこの資料４で決めているわけ

ではございませんので、出発点として景表法の解釈の上で、誰にどういう責任があるのか

ということについては特に異論はなかったと理解してございます。そして、何よりこれか

らどういうプラクティスをつくっていくのかというところが重要であるということで、知

見を寄せ集めましょうという御意見が多数であったと思います。 

 それでは、本日皆様から様々な御意見をいただきましたので、事務局で整理をしていた

だき、次回以降、具体的な検討を進められればと思います。事務局、よろしくお願い申し

上げます。 

 アフィリエイト広告の実態や課題について事務局から紹介がありましたが、今後検討を

深める上では、アフィリエイト広告が生じさせている消費者問題の実態や、アフィリエイ

ト広告の運用の詳細な実態、アフィリエイト広告の運用関係者、広告主、媒体等によるア

フィリエイト広告の健全化に向けた取組の現状などをより具体的に把握する必要があると

思います。これは委員の方からも御指摘が幾つもあったところでございます。 

 そこで、次回以降、アフィリエイト広告に関する消費者問題の相談に従事されておられ

る方々、アフィリエイト広告の運用関係者の方々へのヒアリングを実施したいと思います。 

 これは御相談でありますが、その際、公開でするのか、非公開でするのかというところ

が問題になります。現時点では運営要領に基づきまして、これは実態をいろいろ述べてい

ただくということでございまして、できるだけ生々しくといいますか、いろんなところを

教えていただきたいと思いますので、非公開としてはどうかと考えております。 

 これはここで決を取る必要はないのですね。 

○事務局 次回招集する際に座長の御判断で。 

○中川座長 そういうことですか。分かりました。 

 今のところそう考えております。一般的なこういう会議のヒアリングの場合は非公開に

するというのが普通ですので、今回もそれでよいのかなと思っておりますが、もし御意見

がございましたら、事務局に個別に御意見をいただければと思います。 

 以上で本日の会議を終わりたいと思います。 
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 では、最後に伊藤長官から御挨拶を頂きたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○伊藤長官 皆さん、消費者庁長官の伊藤でございます。 

 本日は、本当にお忙しいところ本検討会に御参加いただき、またアフィリエイト広告に

ついて非常に幅広く御議論いただいたことに関して感謝申し上げたいと思います。 

 また、傍聴の方々に対しましては、今回大変御迷惑をおかけしたことに関しまして、こ

の場をお借りしておわびし、再発防止に取り組んでいきたいと思います。大変申し訳あり

ませんでした。 

 今日の御議論、いろいろお伺いして、皆さん大体同じ方向だというように中川座長から

言っていただいたのですが、再度申し上げると、消費者庁としてはアフィリエイト広告全

体が悪いと申し上げるつもりはございません。一方で、考え方についてみんなが整理をし

た上で、共有化をする必要はあると思っておりますし、また、これに基づいて、特に悪質

なものに関しては当然厳正に対処していく。これは当たり前でございますが、悪質化しや

すい性格が若干あるというように皆さんおっしゃっているものに対して、どうやったらそ

うならないのかということについて、それぞれの方々がどのような役割を果たしていった

らいいのかということについて議論する必要があるのではないかと思っております。その

上で、消費者がどのようにアフィリエイト広告を認識できるかどうかといったことについ

ても併せて議論していただくということになろうかと思います。 

 どうしてもこういう巣籠もり消費が増えている中において、インターネットを使っての

取引が非常に増える傾向がございます。こうした中において消費者保護を図って、併せて

良い事業者がちゃんと選ばれていくという市場環境を整備していくということは大変大事

だと思っておりますので、引き続きの御協力を心からお願い申し上げます。 

また、本日御熱心に大変勉強になる意見をいただきましたので、これを整理させていた

だいて次につなげるということをお約束して、私からの御挨拶とさせていただきたいと思

います。 

 本日はどうもありがとうございました。 

○中川座長 伊藤長官、どうもありがとうございます。 

 最後に、今後の日程について事務局から説明をお願いいたします。 

○事務局 事務局でございます。 

 本日は大変示唆に富む貴重な御意見、御議論をいただきまして本当にありがとうござい

ます。次回の日程でございますが、委員の皆様の御都合も確認させていただいた上で、お

って事務局のほうから御案内をさせていただきたいと思います。どうぞよろしくお願いし

ます。 

○中川座長 それでは、本日はお忙しいところ、第１回検討会に御参集いただきありがと

うございました。今後ともよろしくお願いいたします。 

 それでは、これで第１回を散会とさせていただきます。ありがとうございました。 

以 上 


